
．はじめに

ティーチング・アシスタント（以下 ）と

は，「優秀な大学院学生に対し，教育的配慮

の下に教育補助業務を行わせ，学部教育にお

けるきめ細かい指導の実現や大学院学生が将

来教員・研究者になるためのトレーニングの

機会の提供を図るとともに，これに対する手

当支給により，大学院学生の処遇の改善の

助とする」ことを目的として （平成 ）年

に開始された制度である（文部省， ）。

山口大学において に採用されている大学

院生は年間約 名であり，学内予算は約

万円が計上されている（ 年度）。中

期目標・計画（平成 年度）には を学

生相談の補助として活用することによって経

済的に支援することが掲げられており，大学

全体で 制度の充実に取り組んでいる。

しかし，これまで，本学において がど

のような種別の授業に採用されており，いか

なる教育補助業務を行っているのか，また，

を採用している教員がどのような教育的

配慮を に対して行っているのか，さらに

は 制度が実際にどのような効果を生んで

いるのかについて，全く検証されてこなかっ

た。そこで，山口大学教育職員能力開発

（ ）委員会と大学教育センターは，本学の

の現状を把握し， の適切な任用・指

導助言・研修体制を整備していくために，今

回，初めて教員を対象とした全学的な調査を

行った。本稿は，この調査結果から本学の

の活用実態及び 制度の効果に関する

教員側の意識を明らかにすることを目的とし

ている。

本稿の構成は以下のとおりである。まず，

先行研究から日本における 制度の沿革と

各大学の動向を整理する（第 章）。次に，ア

ンケート調査結果から本学の の活用実態

及び の教育的効果に関する教員側の意識

を明らかにする。さらに， 制度の問題

点・改善点については調査の自由記述の分析

により考察を行う（第 章）。最後に本学の今

後の課題について検討を行う（第 章）。
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． 制度の沿革及び各大学における

の活用状況

制度の沿革

わが国において が導入された時期は必

ずしも明らかではないが，北野（ ）によれ

ば，おそらく （昭和 ）年に大学院博士課

程の学生をパートタイムのティーチング・ア

シスタントに採用した国際基督教大学（ ）

のケースが初めてではないかという。しかし，

その重要性が国レベルで指摘されはじめた時

期はあまり古くなく，例えば臨時教育審議会

（ ）の第 次答申において大学院生

に「研修的雇用の場を与え，大学院生生活の

活性化を図ることが重要である」と提言され

ている（北野， ）。また， （昭和 ）年

に発足した大学審議会では，大学院の整備拡

充の検討のなかで大学院生の活用が注目され，

（昭和 ）年の「大学院制度の弾力化につ

いて」， （平成 ）年の「大学院の整備充

実について」，同年の「大学院の量的整備に

ついて」等の答申のなかで度々取り上げられ

ている（文部省， ）。例えば 年の答申

では「大学院生をいわゆるティーチング・ア

シスタント等として大学の教育研究の補助業

務に従事させることについては，学部教育に

おけるきめ細かい指導の実現等の効用が認め

られる」こと，及び「ティーチング・アシス

タント等に対して大学が経済的措置を講ずる

ことは，大学院学生の処遇の改善にも寄与す

る」ことが指摘され，学部教育への効果と

への経済的支援の つのメリットが指摘

されている。

これらの提言を受けて，文部省（当時）は大

学院の教育研究条件の重点的整備に努めるた

め， （平成 ）年度から高度化推進特別経

費（ティーチング・アシスタント経費を含む）

を措置し，各大学への予算配分を開始した

（文部省， ）。これがわが国における公的

な 制度の始まりである。文部省はこれと

同時に「ティーチング・アシスタント実施要

領」を作成し，その目的，身分，業務内容，

処遇等について明示した。

制度の発足の後， （平成 ）年の大学審

議会報告「大学院の教育研究の質的向上に関

する審議のまとめ」では「この制度を実効あ

るものにするため，その職務について担当教

員は継続的かつ適切な指導助言を行うことが

必要である」と指摘されている。

こうした の活用と充実に関する提言は，

以降の大学審議会・中央教育審議会答申にお

いて繰り返し述べられており，例えば「 世

紀の大学像と今後の改革方策について 競争

的環境の中で個性が輝く大学 」（ ），

「グローバル化時代に求められる高等教育の

在り方について」（ ），「新しい時代にお

ける教養教育の在り方について」（ ），

「わが国の高等教育の将来像」（ ），「新

時代の大学院教育 国際的に魅力ある大学院

教育の構築に向けて 」（ ）において取り

上げられている。最後の答申では，大学院に

おける大学教員の養成機能の充実の方途とし

て 制度の活用を掲げており，また，大学

院博士課程の学生を として雇用すること

ができる競争的研究資金の拡充も同時に提言

されている。

以上の指摘を整理すると， 制度は，

の教育補助による学部教育の改善充実，

本人の教育トレーニング， 大学院修

学中の経済的支援，の 点を目的として展開

されており， を採用する教員側の指導助

言体制も含めて，現在もなお 層の充実が望

まれているといえる。

全国的な動向

文部科学省高等教育局が行っている調査

「大学における教育内容等の改革状況につい

て」によれば， （平成 ）年度に を活

用した大学は 年制大学 大学のうち 校

（ ％）にのぼる（文部科学省， ）。また，
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約 万人の大学院生のうち として採用さ

れた学生数は約 万人（ ％）であり，大学

数・学生数ともに，近年増加している（図 ）。

ティーチング・アシスタント（ ）の活用と教育的効果に関する教員の意識

では はどのような教育的補助業務を

行っているのだろうか。同調査によれば「実

験・実習・実技指導」（ ％）に を活用し

ている大学が最も高く，続いて「ゼミの指

導」（ ％），「宿題・レポート・試験採点」

（ ％），「試験監督」（ ％），「履修指導」

（ ％）となっている。ただし，文科省の調査

は授業の種別（講義，演習，実験実習）や，専

門教育・共通教育を分けて調査を行っておら

ず，どのような形態の授業で が採用され，

活用されているのか明確ではない。

そこで，山口大学での調査を行うにあたっ

ては，この点に留意して質問紙を設計するこ

とした（詳しくは次章を参照）。

の活用に関する具体的事例

次に先行研究で取り上げられた日本及びア

メリカの大学における の活用状況を整理

してみたい。

まず，個別大学の の活用状況を明らか

にした研究としては京都大学の教員を対象と

した調査があげられる（子安他 ，前平他

）。子安，前平らは部局の教授・助手を

対象として， 制度に対する理解度，

申請の有無及び具体的な手続き方法，手当支

図 の人数の推移

出所 文部科学省（ ）より作成

給額，部局内での 予算配分手法，所属講

座の大学院生の 業務内容， の効果，

の改善点等について調査を行っている。

この結果から， 制度への理解は助手より

も教授の方が高いこと， が採用されてい

る授業は実習と演習が中心であること，

業務は大学院生のトレーニングの場として役

立っていると認識されていること等が明らか

にされている。

また，全国の大学のインタビュー調査から

の活用状況や問題点について整理した研

究には北野（ ）があげられる。北野は全国

大学に対して調査を行い，各大学の 規

程（内規）の有無，発足年，設置理由，管理す

る委員会の有無， の資格，人数，任用手

順・方法，勤務時間・給与システム，業務内

容，教育的配慮の有無， 講習会の有無，

の効果を図るシステムの有無，問題点・

改善点，について実態を明らかにしている。

特に， の問題点・改善点としては次の

点が指摘されており非常に示唆に富んでいる。

すなわち， ） 予算の増額・採用枠の拡

大， ） 業務の明確化， ）給与・処遇

面の改善， ） 研修会の実施， ）

制度の評価システムの確立， ）大学全体の



制度を統括するシステムの構築， ）大

学教員の任用における 経験の評価，であ

り，これらの指摘は 制度のあり方を考え

る上で非常に参考になる。

しかし，上記の研究では 本人や受講生

からの意見聴取を行っていない。この点につ

いて，教員・ ・受講生の 者を対象に質

問紙調査を行った研究として北野（ ）の日

本大学文理学部の調査があげられる。 本

人への調査からは と教員との協力体制が

うまくいっていることが明らかにされており，

受講生への調査からは 制度が 定の効果

をあげていることが明らかにされている。

なお，日本大学文理学部では，授業で使う

教材・資料の作成と準備，出欠の管理，教室

内の秩序維持，授業の代講，学生の成績管理，

シラバスの作成等を が行うことを禁止し

ている。この理由は，おそらく教員の代わり

に単純作業をさせるのは教育的配慮に欠ける

行為であること，また，本来は教員が行うは

ずの授業を が代行することは教員の責任

放棄と見なされるということが理由であると

考えられる。

この点について，アメリカでは の職務

内容はかなり異なっており，単独で授業を担

当することも多いという。吉良（ ）は，ア

メリカ北東部の州立・私立 大学へのインタ

ビュー調査から， の職務内容，処遇，訓

練・養成制度の実態を明らかにしている。例

えば，ハーバード大学の教養学部の の場

合，専攻分野によって違いはあるが，講義科

目の討論，復習，実験等の指導，レポート・

試験の採点等と多岐にわたっており，標準的

な雇用形態でみると週 時間のサービスに対

して，授業料の免除と年間＄ の給与が

支給されるという。また，ニューヨーク州立

大学では，人文系の は討論授業の指導，

理工系の は実験授業の指導をし，採点業

務やオフィスアワーでの学生の対応にあたっ

ているという。やはり学費が免除され，平均

＄ が支給されている。このように，日

本とは業務内容も処遇も随分異なっているこ

とが分かるが， の研修制度については非

常に充実した大学からそうではない大学まで

幅があり，制度の充実が求められているとい

う。

の研修制度に関しては，苅谷（ ，

）によるアメリカの 訓練プログラム

の紹介がよく知られている。苅谷は訓練プロ

グラムの提供は， ）コース担当者， ）学

科， ）教育学部， ）学部（研究科）， ）

大学全体，に区分され，それぞれがメリット

とデメリットを持ちつつも，かなり組織化，

制度化されていることを指摘している。

制度は訓練プログラムとセットになったとき

にはじめて大学教員の養成期間としての意味

を持つのであり，こうしたサポートがなけれ

ば， 制度は本来教員がやるべき仕事を大

学院生に転化するだけのものに終わってしま

う危険性があることを本書で警告している。

また，和賀（ ）はアメリカの研修プログラ

ムの事例研究として，大学教員準備プログラ

ムの紹介を行っている。和賀は現在の日本の

が現職の大学教員のみを対象にしている

ことを問題視し，大学院生を対象としたプレ

ファカルティ・ディベロップメントの重要性

をアメリカの事例を参考にしながら説いてい

る。

なお， の研修制度の充実という点では，

日本では北海道大学の事例が参考になる（北

海道大学高等教育機能開発総合センター

）。 研修を行っている大学はまだ数

少ないが，北大は （平成 ）年より 研

修会を開始し， （平成 ）年度には研修会

への参加者が 名を超えている。研修では，

授業科目の種別に応じて実験系，情報系，語

学系，講義系，演習系等のセッションを設け

てきめ細かな指導が行われている。研修会で

使用する マニュアルも充実しており，

の性格，授業・授業外での仕事，問題防
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止と解決方法といったガイドラインに加えて，

授業の規模・種別や指導内容別に 業務の

方法・心得がまとめられている。具体的には，

多人数授業，少人数授業，実験指導，情報処

理演習，語学教育，論文指導の方法，論文・

レポート評価の例があげられており，大学院

生にとっては非常に役立つ内容となっている。

研修を計画している大学にとっても，大

変参考となる内容である。

．本学における 調査

次に，山口大学における の活用と教員

の意識について調査結果を見ていく。本調査

は，山口大学における の現状の把握と改

善の方向性を探ることを目的としており，山

口大学教育職員能力開発（ ）委員会と大学

教育センターが共同で実施した。具体的な実

施方法・内容は以下のとおりである。

調査方法

）調査対象

平成 年度前期の授業に を採用した教

員，及び後期に採用予定の全教員を対象とし

た。

）調査方法

調査は， 上で回答する形式により実

施した。質問内容は以下のとおりである（本

稿末にアンケート用紙を掲載）。

＜質問 ＞回答者の所属・職階

＜質問 ＞ の職務内容（複数回答）

共通教育と専門教育に分けて， の職

務内容を尋ねた。質問 及び質問 では，

人の教員が複数の種別の授業を担当して

いることを想定して，すべての該当欄を

チェックしてもらう形式をとった。職務内

容の質問項目は「授業の準備」「授業中の

教育補助」「授業外の補助」の小項目に分

類した。それぞれの小項目では，「その

他」の項目を設けて，自由記述形式で書き

込めるようにした。

＜質問 ＞ 業務の教育的効果を高めるた

めの留意点（択 ）

業務の教育的効果を高めるための留

意点に関して尋ねた。回答は，「そう思わ

ない」「あまりそう思わない」「どちらとも

言えない」「ややそう思う」「そう思う」の

段階の選択肢から つを選ぶ形式をとっ

た。また，「その他」の項目を設けて，自

由記述形式で書き込めるようにした。

＜質問 ＞ の効果（択 ）

が教育補助業務を行うことで実際に

どのような効果をあげているのかについて

尋ねた。回答形式は質問 と同様である。

＜質問 ＞ 制度の問題点・改善点（記述

式）

制度の問題点・改善点について尋ね

た。自由形式で書き込みを行ってもらう方

法を用いた。

）調査期間

平成 年 月 日から平成 年 月 日を

調査期間とした。

調査結果

）回答教員の構成

調査対象教員数は 名でありそのうち

名から回答を得た（回答率： ）。表

は回答が得られた教員の所属学部の構成であ

る。本調査に回答をした教員は工学部が最も

多く，回答者全員の であった。次に多

かったのは理学部の ，農学部の ，

人文学部の であった。また，表 ，

には共通教育と専門教育の授業種別ごとの回

答数を示した。
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）共通教育と専門教育の業務内容の違い

質問 では，まず， の採用の有無を問

い， を採用または採用予定である教員の

みに の業務内容について当てはまる項目

を選択してもらった。表 ，図 は

その結果を示したものである。表 は共通教

育における の業務内容，表 は専門教育

における の業務内容を示している。授業

の種別（講義，演習，実験・実習の 種）ご

とに，各授業を担当している教員の数（授業

数）及び項目に当てはまると回答した割合

（％）を記載している。また，図 から図 は，

表 ， をもとに，共通教育と専門教育の

用途の違いを比較できるよう ） ）の

割合を重ねてレーダチャートで示している。

まず， を採用している授業の種別であ

るが，講義，演習，実験・実習のどの種別の

授業にも が採用されていることがわかる。

山口大学では旧文部省通達に沿って 制度

を実施しているが， を実験・実習や演習

等の補助に限定せず，講義にも採用している

ことがこの表からわかる。事務局・各研究科

担当者への照会では，講義系の授業に採用さ

れている は共通教育では総合科目及び大

規模授業に割り当てられることが多く，また，

専門教育では 般的に講義担当者が を要

求した場合に配置されていることが多いよう

である。

次に各項目の結果について個別に見ていく。

まず，共通教育の結果を示したのが表 であ

る。これを授業の種別（講義，演習，実験・

実習）ごとに比較してみると，大きな差がみ

られるのは「 ）実験・実技及び演習の準

備」と「 ）実験・実技及び演習の指導」で

ある（それぞれ ， ）。

つまり，実験や実習の授業では がその準
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表 回答者の構成

教育学部 人文学部 経済学部 理学部工学部 農学部 医学部
医学部
附属病
院

大学院
医学研
究科

総合化
学実験
センター

大学教
育機構

産学公連
携・創業
支援機構

職階別
合計

教授

助教授

講師

助手

学部別合計

全回答に占
める割合（％）

表 授業区分と回答者の構成（共通教育）

教育学部 人文学部 経済学部 理学部工学部 農学部 医学部
医学部
附属病
院

大学院
医学研
究科

総合化
学実験
センター

大学教
育機構

産学公連
携・創業
支援機構

合計

講義

演習

実験実習

表 授業区分と回答者の構成（専門教育）

教育学部 人文学部 経済学部 理学部工学部 農学部 医学部
医学部
附属病
院

大学院
医学研
究科

総合化
学実験
センター

大学教
育機構

産学公連
携・創業
支援機構

合計

講義

演習

実験実習



備や指導を行っている割合が高いことを示し

ている。また，表 の専門教育も同様に授業

の種別ごとに比較してみると，やはり「 ）

実験・実技及び演習の準備」と「 ）実験・

実技及び演習の指導」（それぞれ

， ）で授業間に大きな差が見

られる。共通教育と同様に実験や実習の授業

で がその準備や指導を行っている割合が

高いことを示している。この他に専門教育で

授業種別間の差がみられたのは「 ）中間試

験・定期試験等の試験監督補助」（

）であった。これは，講義系の授業

ほど が試験監督補助を行う割合が高いこ

とを示している。おそらく，専門教育の演習

や実験・実習では成績評価が試験ではなくレ

ポートや課題の提出によって行われている場

合が多いためではないかと思われる。

次に，共通教育と専門教育を比較したもの

が図 である。まず，図 の講義を見る

と，「 ）資料の印刷および配布」，「 ）

機器の準備及び設営」は共通教育，専門

教育の双方で の業務として取り入れる授

業が を上回っている。 方，割合に違い

があるのは「 ）授業の出席確認」，「 ）中

間試験・定期試験等の試験監督補助」である

が，これについては統計的に有意な差は見ら

れなかった。

図 の演習をみると，「 ）資料の印刷お

よび配布」，「 ）実験・実技及び演習の指

導」は共通教育，専門教育の双方で の業

務として取り入れる授業が を超えること

がわかる。 方，割合に違いがあるのは

「 ） 機器の準備及び設営」であった

（ ）。これは，共通教育で行われ

る情報処理演習（必修科目）での 機器利用

において を利用する割合が高いからであ

ると考えられる。なお，「 ）授業に関する

相談・質問」では，専門教育が共通教育より

高いが統計的に有意な差は見られな

かった。

図 の実験及び実習をみると，「 ）実

験・実技・演習の準備」，「 ）実験・実技及

び演習の指導」は共通教育，専門教育の双方

で の業務として取り入れる授業が 以

上と高かった。その他の質問項目については

特に有意な差は認められなかった。
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表 共通教育の 業務（単位：％）

）講義 ）演習
）実験
実習

授業数

＜授業準備＞

）資料の印刷および配布

） 機器の準備及び設営

）実験・実技及び演習の準備

）その他

＜授業中の教育補助＞

）授業の出席確認

）実験・実技及び演習の指導

）中間試験・定期試験等の試験監督補助

）その他

＜授業外の補助＞

）授業のレポート及び中間試験等の採点

）授業に関する相談・質問

）学部生の卒業論文作成等の指導

）大学院生の論文執筆・学会
発表・修士論文作成等の指導

＜授業準備＞

＜授業中の教育補助＞

＜授業外の補助＞

）講義 ）演習
）実験
実習

授業数

＜授業準備＞

）資料の印刷および配布

） 機器の準備及び設営

）実験・実技及び演習の準備

）その他

＜授業中の教育補助＞

）授業の出席確認

）実験・実技及び演習の指導

）中間試験・定期試験等の試験監督補助

）その他

＜授業外の補助＞

）授業のレポート及び中間試験等の採点

）授業に関する相談・質問

）学部生の卒業論文作成等の指導

）大学院生の論文執筆・学会
発表・修士論文作成等の指導

＜授業準備＞

＜授業中の教育補助＞

＜授業外の補助＞

表 専門教育の 業務（単位：％）



） 業務の教育的効果を高める留意点

図 は質問「 ．あなたは 業務の教育

的効果を高めるためにどのような点に留意し

ていますか」についての回答結果を示したも

のである。

） ）のいずれの質問項目においても，

「そう思う」あるいは「ややそう思う」と肯

定的な回答をした教員が 割を超えており，

かなりの教員が教育的な配慮のもとに を

雇用していることが分かる。

次に，各質問項目間の回答に差があるかど

うかを調べるため， 元配置分散分析並びに

多重比較（ ）による差の検定を行った。

その結果，「 ） からの意見聴取」及び

「 ）受講生への の役割の認識」は 項

目中やや肯定的回答が低くなっており，他の

項目と比較して有意な差が認められた

（「 ） からの意見聴取」と「 ）オリ

エンテーション」（ ），「 ）

からの意見聴取」と「 ）助言指導」（

），「 ） からの意見聴取」と

「 ）雑務への配慮」（ ），「 ）

受講生への の役割の認識」と「 ）オリ

エンテーション」（ ），「 ）受講

生への の役割の認識」と「 ）助言指

導」（ ），「 ）受講生への の

役割の認識」と「 ）雑務への配慮」（

）。つまり， の教育的効果を高

めるためには， から意見を聞いたり，受

講生に の役割を正しく認識してもらった

りすることがより 層必要であるといえる。
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図 共通教育と専門教育における 用途

の違い（講義）

図 共通教育と専門教育における 用途

の違い（演習）

図 共通教育と専門教育における 用途

の違い（実験・演習）



） 業務の教育的効果

図 は，質問「 ．あなたは， が教育

補助業務を行うことでどのような効果をあげ

ていると思いますか」についての回答結果を

示したものである。「 ）学部教育・共通教

育の授業におけるきめ細かい指導を実現でき

ている」，に対しては肯定的回答が 割以上

の授業から得られている。また，「 ）大学

院生に経済的支援ができている」，に肯定的

回答をした教員の割合も 割を超えており，

効果があがっていると認識されていることが

分かる。

次に ）と同様に各項目間の差を調べた。

その結果，「 ）学部教育・共通教育の授業

におけるきめ細かい指導を実現できている」

と比較して「 ）大学院生が将来教員・研究

者になるためのトレーニングの機会を提供で

きる」は効果が不明または否定的な回答が多

いことがわかった（ ）。 方，

「 ）大学院生に経済的支援ができている」

とその他 つの項目間には有意な差は認めら

れなかった。
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図 業務の教育的効果を高める留意点（全体）

図 業務の教育的効果（全体）

） 制度の問題点

最後に， 制度の問題点・改善点につい

て自由記述で回答を求めた。得られたデータ

は，内容ごとに分解してまず小グループを作

成し，それぞれに小グループ名をつけた。そ

の後，小グループをもとに大グループを作成



し，それぞれに大グループ名をつけた。表

にその集計結果を示した。

大分類の について，それぞれ自由記

述の回答を引用しながら具体的な問題点につ

いて見ていく（なお引用箇所は原文をそのま

ま掲載しており，筆者による編集は行ってい

ない）。

「 の予算」

「予算の決定時期が遅い」「予算が少な

い」という意見が多く見られた。しかし，

「 の給与」では，労働に対する対価が見

合っていないという意見も 部にみられた。

『 の職務量は 般のアルバイトなどに

比べると少なく，単価はかなりよい。労働に

対する対価という点では必ずしもバランスが

とれているとは言い難い。研究活動に支障が

無い程度にもっと働かせてもよい。労働とい

うものに対する認識が甘くなる。（教員所属

：農学部）』

「 の採用」

「 の採用」では，「採用条件」「申請期

間」「キャンパスの場所と 採用」に関し

ての意見があった。「採用条件」では，大学

院生に対して 律に を割り振るなど採用

する学生の に対する資質を 分に考慮に
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入れて選考していないことが指摘されている。

以下は得られた回答である。

『 を全ての大学院生にまんべんなく割

り振るのではなく，例えば将来教員になりた

いと希望しているような学生にのみ，集中し

て割り振るようにし，予算のバラマキ状態に

なるのを防ぐべき。（教員所属：工学部）』

『個人の意欲や他の活動などにもよります

が， 名とも意欲がなく，補助としては不

分でした。また，知識も専門ではなく，コ

ピー作業が主であり，また，就職活動が忙し

いなどの実態があり，不必要でした。人物を

見て，面談後にしてはと思います。（教員所

属：医学部）』

「申請期間」では，学生が を申請する

ための期間が短いという意見があった。

「キャンパスの場所と 採用」では，工学

部キャンパス所属の教員が吉田地区キャンパ

スで授業を行う場合に，工学部で採用した

を毎回の授業のために吉田地区まで通わ

せるのは にとっても負担が多い 方で，

吉田地区キャンパスで を採用するのが難

しいという問題があるとの回答もあった。

表 制度の問題点

大分類 小分類 該当数（人）

の予算

予算の決定時期が遅い

予算が少ない

予算と実質配分が異なる

予算の執行方法

の給与

の採用

の採用条件が不適切

の申請期間

キャンパスの場所と 採用

の配置と業務内容
が不足

の業務内容

に対する教員の姿勢 教育の 環としての自覚が不足

代替制度の検討 ポスドク、教務補佐員の利用検討



「 の配置と業務内容」

「 の配置と業務内容」では，「 不

足」「 配置が不適切」「 の業務内容」

に関しての意見があった。これらの意見の多

くは「 の予算」に関する問題によって生

じているように見える。

「 の不足」では，予算不足，予算決定

時期が遅いこと， に適する人材不足から

必要な を確保できないとの回答があった。

また「 の不足」の結果， を引き受け

る学生に過大な負担を強いる結果となり，研

究遂行の妨げになることを危惧する回答も見

られた。

『大学院生の人数に対して 配分数が多

いため， 人が複数の を受けもたざるを

得ない状況にある．教育効果は大きく認めら

れる 方で，その他の修士論文，博士論文執

筆のための研究遂行を圧迫しかねない状況に

あるのも事実である．このため， 配分数

は必要最小限にすべきと思う．（教員所属：

工学部）』

「 配置が不適切」では，予算不足の現

状では， を配置する授業を限定して重点

的に運用するべき等の回答があった。また，

を複数の教員で共有したいという意見も

あった。

『受講生の多い科目などでは，出席管理の

みに を使いたい，という人も多いはず。

人の受講生の毎回の出席管理だけで，ど

れだけの手間になるでしょう。その手間を授

業準備に使いたいのです。したがって教員や

科目に を貼り付けるのではなく，もっと

使い勝手のいいように，数人の教員で を

共有できるようにしてほしい。それによって，

の無駄も軽減されるはずです。（教員所

属：経済学部）』

「 の業務内容」では，前述の「 の

配置」と絡んで に割り当てる業務につい

てガイドラインを作成する必要があるとの回

答があった。

「 に対する教員の姿勢」

「 に対する教員の姿勢」では， の

用い方が事務的な業務内容に偏りがちで「教

育の 環としての意識」が欠如しているので

はないかという回答を得た。 の目的には，

授業の補助だけではなく将来教員になるため

のトレーニングも含まれている。以下は得ら

れた回答である。

『共通教育などで，大人数である・あるいは

宇部地区からの出張である，などの理由だけ

で安易に をつけている例を多く見られる。

人規模の講義を担当した経験から，

が本当に必要なのは，中間テストを含む試験

監督だけである，と言える。実際には教官が

やるべき事をしないで安易に にたより，

いいかげんな学生指導になっている実験など

もあるようである。教員の自覚を促すと共に，

採用にもっと厳しい条件をつけるべきで

ある。採用される学生の側にも，然りである。

（教員所属：農学部）』

『 は，教員の補助を行うのであるが，

教員によっては に業務を丸投げしている

ように思われる場合もある。 人 人の教員

が の役割を認識する必要がある。

大学院生が将来教員・研究者になるための

トレーニングとして を位置づけるのであ

れば， の役割を認識した教員が指導，助

言する必要がある。（所属教員：工学部）』

「 代替制度の検討」

「 代替制度の検討」では，毎年 と

して学生を使う教員側の負担が大きいという

意見があった。

『 の対象となる学生が流動的なので，

毎年， に対する業務内容の指導に労力と

時間を割かれる．あるいは，専門能力が低く，

教育内容に支障がある．個人的な意見として

は， よりも，私立大学で設定されている

ような卒業生（ポスドクなど）を教務補助

（員）として採用し，数年間の安定した期間

で授業の補助員をさせながら教育指導をして
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いくことを切に希望する．（所属：工学部）』

また，以下の回答のように，事務的な単純

作業であれば， ではなく学部所属の学生

を事務補佐員として雇用する意見もあった。

『出席管理や資料作成は の仕事として

は単純すぎる，というのなら， とは別枠

で， の予算を移行して，作業の手伝いを

してもらえるような制度を作るべきだと思い

ます。（教員所属：経済学部）』

まとめ

以上，今回の調査は山口大学の の活用

状況及び教育的効果に関する教員の意識につ

いての初めての調査であった。しかし，回答

率が であったことや，各学部や職階に

よって回答者数に差が見られたことから，学

部別や職階別による比較は行わずに，全体的

な傾向をつかむことにとどめた。以下に，得

られた知見及び問題点を再度整理してみたい。

まず，山口大学では授業の種別（講義，演

習，実験・実習）に関わらず が採用され

ていることが明らかになった。旧文部省の規

程では演習や実験・実習に主に採用すること

になっていたが，山口大学では講義にも採用

されていることが確認された。

次に， の業務内容については共通教育，

専門教育を分けて，それぞれ授業種別（講義，

演習，実験・実習）ごとに尋ねたが，このう

ち統計的に有意な差が見られたのは共通教育，

専門教育の双方とも「 ）実験・実技・演習

の準備」と「 ）実験・実技・演習の指導」

であった（表 ， ）。つまり，講義や演習

の授業に比べて実験・実習の授業では が

実験準備や指導を行っている割合が高くなっ

ているといえる。この他に授業種別の差がみ

られたのは専門教育の「 ）試験監督補助」

（ ）であった。これは，講義系の

授業ほど が試験監督補助を行う割合が高

いことを示している。おそらく，専門教育の

演習や実験・実習では成績評価が試験ではな

くレポートや課題の提出によって行われてい

る場合が多いからであろう。

また，共通教育と専門教育を比較してみる

と， 業務にあまり明確な差は認められな

かった（図 ）。業務内容に大きな差が

見られたのは演習のうち「 ） 機器の準

備・設営」（ ）のみであった。これ

は，共通教育の方が専門教育よりも演習の授

業で 機器を準備・設営する割合が高いこ

とを示しているのだが，この理由は，共通教

育の情報処理演習（必修科目）で の採用割

合が高いからであると考えられる。

業務の教育的効果を高めるための留意

点では，いずれの項目も肯定的な回答が

を超えた（図 ）。多くの教員が様々な教育

的配慮の下に を使用していることが明ら

かになったが，これらの項目のうち から

の意見聴取と受講生の 役割認識について

は他の項目よりも低かった。これらの項目に

関しては，さらなる改善が必要であろう。

業務の実際の教育的効果については，

いずれの項目も肯定的な回答が を超えた

（図 ）。しかし， を経験することが，

将来教員や研究者になる大学院生のためのト

レーニングの場になっているかという質問は，

授業におけるきめ細かな指導を実現できてい

るかという質問と比較して肯定的回答が低

かった（ ）。自由記述欄の回答にも

あったように に安易に頼っている教員も

見受けられ， を研究者や大学教員の養成

の場と位置づけずに（または本来の趣旨を知

らずに）に用いている場合が多いのではない

かと推測される。従って，今後はトレーニン

グの場としての機能を高めていく活動が必要

であると思われる。

制度の問題点としては，第 に，多く

の教員が述べているように，予算不足が原因

で を 分に投入できていないことがあげ

られる（表 ）。また， の決定時期が遅い
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といった問題も指摘されており，制度の効果

的な実施のために 層の工夫が望まれる。

第 に， の採用方法の問題が指摘でき

る。現在， の採用は基本的に教員からの

要望に基づいて学部内で決定されているが，

任用の際に 本人の面接や業務計画の提出

が求められることはほとんどなく，事務的に

決定されている状況にある。より 層の適正

配置や効果を高めるために，採用にあたって

何らかの工夫が必要であると思われる。

第 に，採用された がどのような業務

を行うのかをあらかじめ明確化しておく必要

がある。 口に といってもその業務内容

の負荷は大きく違っており，例えば，単にプ

リントの配布や 機器の準備だけを任され

ている から，専門性の高い実験に用いる

実験材料や機材等を準備する まで様々で

ある。理系学部では 人の大学院生がいくつ

もの授業の を任されて本務が圧迫される

という事態も報告されており，あらかじめ業

務内容を特定化し，過重労働を防ぐことも大

切である。

これと関連して，第 に の適正配置の

問題が指摘できる。自由回答からは，過重負

担を強いられている がいる 方で，仕事

の内容の割に給与が高い がいるとの指摘

も見られた。また，講義系の授業では必ずし

も毎回の授業に が必要ではないという意

見も 部に見られた。これらの解決策として

は，例えば，講義系の授業の の人数を削

り，演習や実験系の授業に重点配置すること

も つの案であろうし，また，講義系の授業

で を複数の教員で共有できるような仕組

みを作ることも 案であろう。

第 は， に対する教員の姿勢の問題で

ある。本来教員が行う業務を にただ転化

しただけでは授業の責任放棄となる。 に

対して教育的配慮の下に適切な指導助言を行

い，資質向上につなげていかなければならな

い。また，先行研究でも指摘されているよう

に 制度は訓練プログラムとの組合せで効

果を発揮するものであり，その開発を全学・

各学部が行っていく必要がある。

第 に， 本人が， 業務の評価を受

けて教育改善を行っていく仕組みをつくるこ

とが必要である。授業担当教員から形成的評

価を通じて指導助言を受けるとともに，授業

の最後では学生からの授業評価を受け，これ

に本人の自己評価と授業担当教員からの評価

を加えて総合的に検討を行い，自己改善を

図っていくことも大切であろう。

最後に，山口大学には， 業務の内容や

方法についてまとめたマニュアルが存在しな

い。 の質の向上を図るためにはマニュア

ルの作成及び 向けオリエンテーション・

研修会の開催が必要とされるところである。

これは 委員会及び大学教育センターが協

力して取り組まなければならない事柄であろ

う。

なお，今回の調査では を採用している

教員のみを対象とした。今後は， 本人及

び受講生への意見聴取を行い，総合的に制度

を検証していくことが課題である。

（大学教育センター講師）

（大学教育センター講師）

（大学教育センター教授）
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付録 調査票

ティーチング・アシスタント（ ）に関する実態調査のお願い

山口大学教育職員能力開発（ ）委員会

山口大学大学教育センター

この度，山口大学教育職員能力開発（ ）委員会では，山口大学におけるティーチング・アシ

スタント（ ）の現状を把握し，その改善の方向性を探るために実態調査を行うことになりまし

た。

制度とは， （平成 ）年より開始された文部省（当時）の制度の つであり，「優秀な大学

院生に対し，教育的配慮の下に教育補助業務を行わせ，学部教育におけるきめ細かい指導の実現

や大学院生が将来教員・研究者になるためのトレーニングの機会を図ると共に，これに対する手

当支給により，大学院生の処遇の改善の 助とすること」を目的としています。法人化以降も運

営費交付金制度の積算に 経費が計上され，学内予算配分では約 万円の予算が組まれてい

ます（ ）。 は大学院生のトレーニングを行う場として，また，経済的支援の方法として非

常に注目されており，山口大学の中期目標・計画では「 （ ）学生への支援に関する目標」の

「経済的支援に関する具体的方策」において「学生をティーチング・アシスタント，スチューデ

ント・アシスタント等，学生相談の補助として活用することで，経済的に支援する」と掲げられ

ています。

本学では として採用されている大学院生は年間数百名いますが，その採用は学部・学科・

講座等に任されています。その業務の実態については今回が初めての全学的な調査となります。

なお，本調査は平成 年度前期の授業に を採用している教員の方々に対して実施するもの

です。本調査の結果は， の適切な任用・指導助言・研修体制を整備していくための基礎資料

となる予定です。

つきましては，ご多忙中とは思いますが，是非とも調査にご協力をよろしくお願いいたします。

なお，回答は統計的な処理を行いますので，回答者が特定されることはありません。

なお，回答は平成 年 月 日までに大学教育センターホームページ

（ ）にアクセスし， 上で入力してください。

○入力方法

大学教育センターホームページにアクセスしてください。

「山口大学トップページ」「附属施設・センターのページ」「大学教育センター」を選択。

※入力の手順はアクセス先のページで見ることができます。なお，入力ができない場合は ファイ

ルをダウンロード・印刷し，回答を記入の上，学務部学務課まで学内便でご返送ください。

ティーチング・アシスタント（ ）の活用と教育的効果に関する教員の意識

所属学部・センター

学科・課程等

講座等

職階

氏名



．あなたの所属とお名前をご入力ください

．あなたの授業において はどのような仕事を行っていますか。「共通教育」と「専門教

育」の授業についてそれぞれご回答ください。

＜共通教育＞

． あなたは平成 年度の共通教育の授業に を採用していますか？

）採用している，または採用する予定である

）共通教育の授業は担当しているが は採用していない

）共通教育の授業を担当していない

． 上記で ）と回答された方にお伺いします。 を採用している授業の種類をすべて選

択し，さらに の業務内容のうち当てはまるものをそれぞれ選んでください。（採用予定の
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を採用している授業の種類

（共通教育）

業務の内容

）講義 ）演習
）実験

実習

＜授業準備＞

）資料の印刷及び配布

） 機器の準備及び設営

）実験・実技及び演習の準備

）その他

（内容： ）

＜授業中の教育補助＞

）授業の出席確認

）実験・実技及び演習の指導

）中間試験・定期試験等の試験監督補助

）その他授業の補助業務

（内容： ）

＜授業外の補助＞

）授業のレポート及び中間試験等の採点

）授業に関する相談・質問

）学部生の卒業論文作成等の指導

）大学院生の論文執筆・学会発表・修士論文作成等の指導

）その他

（内容： ）

＜授業準備＞

＜授業中の教育補助＞

＜授業外の補助＞

方は予定している業務内容をご回答ください）

＜専門教育＞

． あなたは平成 年度の専門教育の授業に を採用していますか？

）採用している，または採用する予定である

）専門教育の授業は担当しているが は採用していない

）専門教育の授業を担当していない

． 上記で ）と回答された方にお伺いします。 を採用している授業の種類をすべて選

択し，さらに の業務内容のうち当てはまるものをそれぞれ選んでください。（採用予定の



方は予定している業務内容をご回答ください）

．あなたは， 業務の教育的効果を高めるためにどのような点に留意していますか。当ては

ティーチング・アシスタント（ ）の活用と教育的効果に関する教員の意識

を採用している授業の種類

（共通教育）

業務の内容

）講義 ）演習
）実験

実習

＜授業準備＞

）資料の印刷及び配布

） 機器の準備及び設営

）実験・実技及び演習の準備

）その他

（内容： ）

＜授業中の教育補助＞

）授業の出席確認

）実験・実技及び演習の指導

）中間試験・定期試験等の試験監督補助

）その他授業の補助業務

（内容： ）

＜授業外の補助＞

）授業のレポート及び中間試験等の採点

）授業に関する相談・質問

）学部生の卒業論文作成等の指導

）大学院生の論文執筆・学会発表・修士論文作成等の指導

）その他

（内容： ）

＜授業準備＞

＜授業中の教育補助＞

＜授業外の補助＞

そ
う
思
わ
な
い

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

や
や
そ
う
思
う

そ
う
思
う

）当該業務に関する事前のオリエンテーションを行っている

）授業担当教員による継続的かつ適切な指導助言を行っている

） 従事者から業務の改善点等について意見聴取を行っている

）業務内容を単なる雑務処理にならないよう配慮している

）授業を受ける側の学生に の役割を正しく認識してもらう

）その他

（具体的に： ）



まるものをそれぞれ つ選んでください。

．あなたは， が教育補助業務を行うことでどのような効果をあげていると思いますか。次
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そ
う
思
わ
な
い

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い

や
や
そ
う
思
う

そ
う
思
う

）学部教育・共通教育の授業においてきめ細かい指導を実現で

きている

）大学院生が将来教員・研究者になるためのトレーニングの機

会を提供できている

）大学院生に経済的な支援ができている

）その他

（具体的に： ）

の中から当てはまるものをそれぞれ つ選んでください。

． 制度の問題点・改善点について自由に記述してください

以上で質問は終わりです。ご協力をありがとうございました。


